
























































































































































14） 孫憲忠「中国「民法総則」の要点の分析」法律時報89巻 5号（平成 29年）（以下、「孫・
前掲②」という）87頁。
 　成年後見制度に関してではあるが、銭偉栄「中国成年監護制度の原状とその未来像」松











































行為」に変更された（総則 18条 1項）。制限民事行為能力者が単独で行える行為（通則 12
条 1項・13条 2項、総則 19条ただし書・22条ただし書）、制限民事行為能力者・民事行為

















































































































31） 法定代理人による追認が可能であることについては、民法通則 12条 1項・13条 2項に
は規定がなかった。















































































36） 通則 12条 1項・13条 2項には、単に利益を獲得するだけの法律行為が単独でできる旨
は定められておらず、この点は通則意見6条で定められていた。

































































































45） 通則 16条 2項・17条 1項には「順に（《按順序》）」という文言はなく、後見人となり得
る資格を有する者を列記したのみであった。もっとも、通則意見14条 1項では人民法院が
後見人を決定する際には、通則 16条 2項・17条 1項に列記されている順位に従って後見人
を決定することができるとされていた。









































































































































係人 68）と関連組織 69）である（24条 1項）。関連組織が申立人に付け加えられた















































































































































































































































































94） 大江・前掲 151頁。しかしながら、「営業に関して」（6条 1項）の範囲は明確ではない
との指摘もなされているところである（四宮和夫＝能見善久『民法総則　第8版』（弘文堂・
平成22年）39頁）。










































































については同法 5条の 4第 1項が「六十五歳未満の者であつて特に必要がある
と認められるものを含む。」とする）、精神保健及び精神障害者福祉に関する法




































101） もちろん、中国民法総則 28条では関連組織は第 4順位の後見人候補であって、近親者
に後見人が見つからない場合の最後の砦として位置付けられていることから、現実には利
害関係人の意向を無視してまで認定を申し立てることは考えにくい。李・前掲書73頁も、
24条1項に基づく関連組織による申請は限定的になされるべきことを指摘する。
102） 高齢化社会の進展に伴い後見制度が今後ますます重要性を増すであろうことに鑑みる
と、後見・保佐・補助制度の利用が望まれる高齢者の情報を要介護認定の際の調査を通じ
て有していると考えられる市町村の役割は大きいのではないか。
103） 銭・前掲① 211頁は、任意後見制度につき、特別法モデルと民法典に導入するモデルと
を提示している。
104） 大村・前掲②456‒457頁。
任意代理制度」であるとの指摘 105）があり、公的機関による監督は制度を運用
する上での本質部分と考えられることに鑑みると問題がある。
結語
以上のように、中国法と日本法とでは種々の相違点が見られる。
これらの相違点のうち、わが国の参考になりうると考えられる点をすでに論
じた事の繰り返しとなるが、2点だけ指摘しておく。
第 1に、後見制度に関する規定を民法総則に組み入れる点である。親族後見
人の割合が減少していることも考えあわせると、後見規定を親権と連続性を
持ったものとして位置付けるのが良いのか、再考の余地がある。
第2に、居民委員会・村民委員会・民政部門といった機関の果たす役割が大
きいことである。わが国においても市町村長が後見・保佐・補助審判の申立
権者となりうるが、特別法に規定が置かれているのみである。確かに行政機関
の果たすべき役割は補助的なものに止まるべきであるという考えにも一理あ
り、過度の介入は避けなければならない。しかしながら、行政機関の権限を民
法典で明らかにすることによって、行政機関がその役割を適切に果たすように
促す象徴的な効果が得られるものと考えられる。
（なおい・よしのり　筑波大学法科大学院准教授）
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105） 大村・前掲②456‒457頁。
